
　

所
有
者
不
明
土
地
と
は
次
の
い
ず
れ
か

の
状
態
に
な
っ
て
い
る
土
地
を
い
い
ま
す
。

①
不
動
産
登
記
簿
に
よ
り
、
所
有
者
が
直

ち
に
判
明
し
な
い
土
地

②
所
有
者
が
判
明
し
て
も
、
そ
の
所
在
が

不
明
で
連
絡
が
付
か
な
い
土
地

　

近
年
、
所
有
者
不
明
土
地
が
増
加
し
て

お
り
、
全
国
で
約
４
１
０
万
㌶
あ
る
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
九
州
の
面
積
よ

り
広
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

今
後
、
必
要
な
手
続
き
が
さ
れ
な
い
ま

ま
死
亡
す
る
相
続
人
が
増
加
す
る
こ
と
も

想
定
さ
れ
、
緊
急
に
解
決
す
べ
き
問
題
と

さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　土地や建物などの不動産の相続登記を行わずに放置され
ると、登記簿を調べても所有者が分からず、復興事業の妨
げになるなどの問題が発生する原因となっていました。
　こうした問題を解決するため、不動産に関するルールが
大きく変わります。　

相続登記の申請が義務化されます
特
集

所
有
者
不
明
土
地
に

は
ど
ん
な
問
題
が
？

相
続
登
記
が

義
務
化
さ
れ
ま
す

　

こ
う
し
た
問
題
を
解
決
す
る
た
め
、
令

和
６
年
４
月
１
日
か
ら
、
相
続
登
記
の
申

請
が
義
務
化
さ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、

不
動
産
を
取
得
し
た
相
続
人
は
、
取
得
を

知
っ
た
日
か
ら
３
年
以
内
に
相
続
登
記
を

申
請
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
同

時
に
、
煩
雑
な
相
続
登
記
の
申
請
が
ス
ム

ー
ズ
に
で
き
る
よ
う
、
登
記
の
手
続
き
に

関
す
る
負
担
を
軽
減
し
た
り
、
手
続
き
に

か
か
る
費
用
負
担
を
軽
減
す
る
よ
う
な
措

置
が
取
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

ほ
か
に
も
、
土
地
を
手
放
す
た
め
の
制

度
の
創
設
（
相
続
土
地
国
庫
帰
属
制
度
）

や
土
地
利
用
に
関
連
す
る
民
法
の
ル
ー
ル

の
見
直
し
な
ど
で
所
有
者
不
明
土
地
の
発

生
を
予
防
し
、
そ
の
利
用
の
円
滑
化
を
進

め
て
い
ま
す
。

　

相
続
登
記
を
し
な
い
で
放
置
し
て
お
く

と
、
不
動
産
を
売
却
で
き
な
か
っ
た
り
、

相
続
人
の
う
ち
誰
か
が
亡
く
な
る
こ
と
に

よ
り
、
手
続
き
が
さ
ら
に
複
雑
に
な
っ
た

り
す
る
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
が
発
生

し
ま
す
。

　

い
ざ
と
い
う
時
に
困
ら
な
い
よ
う
に
、

相
続
登
記
は
で
き
る
限
り
早
め
に
済
ま
せ

て
お
き
ま
し
ょ
う
。

問合せ　
税務課　（☎372-3311・内線3724）　

相続登記をしなかった理由として
考えられること

◦申請方法がわからない
◦申請しなくても不利益を被ることが
少なく、申請する意欲が起きない
◦都市への人口移動や地方の人口減少
で地方の土地所有意識が希薄化した
◦土地を利用したい人が減少した

など

　

所
有
者
不
明
土
地
は
、
現
在
の
所
有
者

を
探
索
す
る
の
に
時
間
と
費
用
が
か
か
る

た
め
、
公
共
事
業
の
用
地
取
得
な
ど
が
困

難
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
所
有
者
が
不
明

な
場
合
は
、
土
地
が
管
理
さ
れ
ず
、
雑
草

が
茂
っ
た
り
、
不
法
投
棄
に
よ
る
悪
臭
や

害
虫
が
発
生
し
、
隣
接
す
る
土
地
へ
悪
影

響
を
及
ぼ
す
と
い
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

報
道
に
よ
る
と
、
平
成
３０
年
に
発
生
し

た
胆
振
東
部
地
震
で
は
、
胆
振
管
内
安
平

町
で
被
災
し
た
住
宅
地
の
裏
山
を
補
修
す

る
際
、
土
地
所
有
者
の
特
定
に
時
間
が
か

か
り
、
復
旧
に
遅
れ
が
出
ま
し
た
。

所
有
者
不
明
土
地

っ
て
何
で
す
か
？

全国における所有者不明土地の割合

相続登記の未了 住所変更
登記の未了

原
因
は

２４％

63％ 33％

（令和２年度国土交通省の調査より）

？

？

忘れていませんか？相続登記忘れていませんか？相続登記忘れていませんか？相続登記
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←札幌 千歳→

ＪＲ白石駅

平和通 札幌法務局
白石出張所

国道12号線

環
状
通

相続登記の申請の
義務化

平日１２時～１５時

札幌司法書士会・相続登記相談センター

　相続登記、遺言など相続手続き
全般について、電話で相談を受け
付けます。相談料は無料です。

☎２１１‐６６６5専用
ダイヤル

相談・手続きはこちらへ

札幌法務局・登記手続案内

　不動産を取得した相続人は、その取得を知った
日か、遺産分割が成立した日から３年以内に相続
登記を申請する必要があります。令和６年４月１
日以前に相続が発生している場合は、施行日の４
月１日と相続による所有権の取得を知った日を比
べて、遅い方から３年間が起算されます。

相続人申告登記
制度の新設

　遺言の有効性を争ったり、他の相続人との話し
合いが成立しなかったりして３年以内に相続登記
の申請ができないことも考えられます。
　そこで、相続人が死亡した登記名義人の法定相
続人であることを申し出るだけで、申請義務を履行したものとみなします。法
定相続人の範囲や割合が確定していなくても申し出ることができ、登録免許税

登録免許税の
免税

　令和４年度の税制改正で、令和７年３月３１日までに相続で土地を取得した方
が死亡した場合の登録免許税と不動産の価格が１００万円以下の土地にかかる相
続登記の登録免許税については、免税措置が適用されることになりました。

次の内容に変わります

◦取得を知った日、または遺産分割が成立した日
から３年以内に相続登記の申請
◦正当な理由なく申請しない場合、1０万円以下の過料が発生

◦法定相続人である旨を申し出るだけで、申請義務を履行し
たものとみなす
◦全ての相続人を把握するための資料（戸籍謄本など）が不要

が免税されるため、申請しやすくなります。ただし、相続人申告登記をすれば何もしなくても良いと
いうことにはなりません。例えば、相続人申告登記をした人が、その後、遺産分割協議で所有権を取
得したときには、当該遺産分割成立の日の翌日から３年以内に、相続登記をしなければなりません。

　申請書様式や必要な添付書類などについて案内し
ます。完全予約制です。
札幌法務局白石出張所
（札幌市白石区本通１丁目
北４‐２・☎８６４‐２０２１）
平日８時３０分～１７時１５分

次の内容に変わります
令和６年４月１日

施行

　正当な理由なく相続登記を申請しない場合、１０万円以下の過料に処せられることがあります。正当
な理由とは、今後、法務省の通達で明確にされる予定ですが、複数の相続が発生して相続人が極めて
多数になる場合や遺言の有効性が争われている場合、重病などの場合などが想定されています。　

　　「被相続人の死亡
　　を知った日」では
なく「取得を知った日」
から３年間で起算

　　１人の相続人が相
　　続人全員分をまと
めて申し出ることも可能

Point

Point
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